
TCFD提言を踏まえた気候関連の情報開示
Environment 環境

JICAは、気候変動対策を含むサステナビリティを組
織運営や事業の中で推進するため「サステナビリティ委
員会」を設置しています。また、「JICAサステナビリティ
方針」の下、最高サステナビリティ責任者（CSO）や企
画部サステナビリティ推進室が組織横断的な取り組み
を統括しています（P50参照）。
　協力する事業について、JICAは実施前の事前評価か
ら実施段階でのモニタリング、終了後の事後評価、フィー
ドバックまで、一貫した枠組みによるモニタリングや評

ガバナンス

戦略

価を行うことにより、気候変動への対応を含めた事業の
開発効果の向上に努めています。
　また、協力事業が自然環境や社会環境に与える影響
を抑え、持続可能な開発が行われるよう「国際協力機構
環境社会配慮ガイドライン」を定め、審査部が運用を担
当しています。異議の申し立てに関しては、「環境社会配
慮ガイドライン異議申立事務局」を設置しており、申し
立ての内容は、事業担当部から独立した「異議申立審査
役」によって審査されます（P51参照）。

JICAとして目指すもの
　国際社会において、気候変動への対応は喫緊の課題
という認識が一層高まっています。なかでも開発途上国
では、気象関連災害の頻発・激甚化、異常気象による食
料難や水不足の発生、海面上昇や干ばつによる気候難
民の増加など、多大な影響が生じています。
　気候変動には、ある一定のしきい値を超えると不可逆
的な影響が一気に進行する転換点「ティッピングポイン
ト」があり、これを超えないためには、世界の平均気温
の上昇を産業革命以前に比べて1.5℃までに抑える必要
があるとされています。2015年の国連気候変動枠組条
約の第21回締約国会議（COP21）で採択されたパリ協
定の中にはこの「1.5℃目標」※1が盛り込まれ、それを達
成するため、2050年に向けて温室効果ガス（GHG）排
出量を実質ゼロにする「ネットゼロ目標」を表明する国・
地域が増えています。
　そのようななか、日本政府は2020年に「2050年まで
にカーボンニュートラルを目指す」ことを宣言しており、
2023年に改定された開発協力大綱にも「我が国の開発
協力をパリ協定の目標に整合させる」という方針が掲げ
られています。
　これらを踏まえ、JICAは2023年10月に「JICAサス
テナビリティ方針」を策定し、「全新規事業をパリ協定に

整合する形で実施すること」および「2030年までに組織
のカーボンニュートラル達成」※2を目指すこととしまし
た。現在、全新規事業をパリ協定に整合させるための準
備を進めるとともに、組織のカーボンニュートラル達成
に向けた移行計画の策定に着手しています。なかでも
組織のカーボンニュートラルに関しては、JICAで使用
する電力を2030年までに再生可能エネルギー100％と
することを目指しています。
※1  パリ協定で合意された世界の平均気温上昇を産業革命以前に比べて2℃より十分

低く保ち1.5℃に抑える努力を追求するという目標。
※2  対象はScope1および2（本部・国内拠点のみで在外拠点は段階的に検討）。

気候に関連するリスク
　気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）の提
言では、気候に関連するリスクを、気候の変化によって
以前よりも頻発・激甚化する暴風雨や洪水氾濫、土砂災
害、水不足・干ばつ、海面上昇などの物理的な影響に伴
う「物理リスク」と、気候変動対策関連の規制強化や低
炭素社会への移行に際して生じる「移行リスク」の2つ
に大別しています。

JICAではそれぞれのリスクが事業および組織へ与え
る影響を検討し、管理すべき具体的なリスクを整理・特
定しています。今後も、内外環境の変化に応じて管理す
べき具体的なリスクの見直しを行っていきます。
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リスク管理

JICAは、気候に関連するリスクを主要なリスクの一つ
として、リスク管理の枠組みに組み込んでいます。内部
統制担当理事を委員長とする「リスク管理委員会」では、
気候に関連するリスクを含めたリスクの評価と対応に必
要な事項を確認・検討しています。
　また、有償資金協力勘定の金融リスクについては、金
融リスク管理担当理事を委員長とする「有償資金協力勘
定リスク管理委員会」が管理しています。委員会では、
2023年度に気候変動リスク等に係る金融当局ネット
ワーク（NGFS）が公表するシナリオを踏まえたシナリオ

分析によるリスクの把握を試行しており、今後も気候に
関連するリスク管理の在り方を検討していきます。
　さらに、個別事業においては、環境社会配慮のプロセ
スを通じてリスクを特定し解決できるよう、環境社会配
慮ガイドラインを遵守しています（P51参照）。また、気
候変動対策支援ツール「JICA Climate-FIT」を活用し、
案件形成段階でハザードや暴露、脆弱性といった気候に
関連するリスクの特定と評価を行い、対応策を検討して
います。

気候に関連する機会
JICAは気候変動のリスクを持続可能な世界の実現に
向けた新たな協働・共創の機会に転換させることができ
ると考えています。
例えば、開発途上国における気候変動への適応策や、

カーボンニュートラル社会へのトランジションに向けた
取り組みの必要性が増大しています。このなかで、気候
変動対策関連の政策づくりやそれらの施行、防災や農業

などの気候変動への適応対応、エネルギー、公共交通な
ど温室効果ガス排出削減に資する質の高いインフラ投資
などの協力の機会が広がってきています。加えて、世界
的に気候変動への関心と取り組みが拡大しており、国内
外のさまざまなステークホルダーが開発課題の解決に取
り組み始めています。JICAはこれまでの経験や知見を
生かし、これらのステークホルダーとの共創をさらに促
進し、持続可能な世界の実現に向けて貢献していきます。

リスク分類 想定される主なリスクの事例

●事業の開発効果の低減

●関連法令違反・訴訟など
●炭素関連税制および炭素排出量報告義務化・強化への不十分な対応
●排出権取引および規制強化への不十分な対応
●パリ協定や生物多様性条約などと整合しない技術の選択
●既存技術の有用性の低下、新規技術の未定着
●原材料の価格高騰・入手困難（支援の継続・展開困難）
●組織に対する信頼の低下

●資金調達の困難化
●有償資金協力勘定における金融リスクの増大

●保有する施設の損害
●JICA関係者の感染症などの増加

物理リスクが開発途上国の開発に
与えうる影響

移行リスクが事業および組織に
与えうる影響

物理リスク・移行リスクが金融・
財務面などに与えうる影響  

物理リスクが上記以外の事業・
組織運営に与えうる影響
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　日本政府は、2021年に「2021年から2025年まで
の5年間において、官民合わせて6.5兆円相当の気候
変動に関する支援を実施すること」および「気候変動の
影響に脆弱な国に対する、適応分野の支援を強化して
いくこと」を表明しました。また同年、岸田総理大臣は、
先進国が官民合わせて年間1,000億ドルを開発途上国
の気候変動対策支援に動員する資金目標の達成に貢献
していくため、「新たに今後5年間で最大100億ドルの
追加支援を行う用意」があり、加えて「適応分野での支
援を倍増し、今後5年間で官民合わせて約148億ドル
の適応支援を実施していく」ことを表明しました。
　このような国際社会や日本政府のコミットメントを踏
まえ、JICAは2021年に気候変動分野の課題別事業戦
略として、JICAグローバル・アジェンダ「気候変動」を

指標と目標

JICAグローバル・アジェンダ「気候変動」の下での取り組み

策定しました。各種開発課題への取り組みと気候変動
対策を両立させることで、パリ協定で合意された国際
目標の達成と、持続可能で強靱な社会の構築に貢献す
ることを目標としています。また、2023年のCOP28

で日本政府が公表した支援パッケージには、JICAの取
り組みも含まれています。

モンゴルの大気環境改善への協力 

パリ協定の実施促進
　多くの開発途上国では、パリ協定に規定されたGHG

の排出削減や気候変動への適応力を強化するための資
金やノウハウが十分ではありません。このため、JICA

は各種計画の策定や実施、モニタリングなどに必要な
技術の向上、制度の構築などを支援しています。2023

年度は6カ国で2,190人の人材育成を行いました。
　また、関連してJICAグローバル・アジェンダ「資源・
エネルギー」では「エネルギートランジション」の協力方
針も立ち上げており、インドネシアなどでは移行計画策
定の協力を開始しています。

コベネフィット型気候変動対策
気候変動対策を推進するためには、持続可能な開発と

のシナジーを最大化するとともに負の影響を最小化する
「コベネフィット型」のアプローチが重要です。

2023年には、気候変動分野の協力実績は2兆円を超
え、GHG排出削減量は年間約151万トンを達成していま

　首都ウランバートルでは、特に冬季の大気汚染が
深刻で、その原因の一つが交通渋滞時の自動車か
らの排気ガスです。対策として、中心部の10カ所で
信号機の時間帯別の秒数を調整し、交通状況の変
化を検証するなど道路交通の信号制御システムの
運用能力を向上しました。
　この結果、部分的に交通渋滞が緩和する効果が
得られ、大気汚染物質の削減とともに、燃費の改善
に伴う二酸化炭素の排出削減という環境改善と気
候変動対策のシナジーが期待されています。

す。一方で、開発途上国にとり急務である適応策は、緩
和策と適応策の両方に取り組む事業を含めても金額ベー
スで協力実績の約3割に留まるなど、適応策の支援拡大
が引き続き重要です。このため、円借款での案件形成を
強化するとともに、防災や水資源、農業などの分野で技
術協力と無償資金協力の案件形成を一層推進します。

※1 有償資金協力（貸付や出資）の承諾額に加え、無償資金協力の新規G/A締結額、技術協
力の支出額を含みます。  

※2 当該暦年に新たに協力を行う事業の完成後に期待される年ごとの削減量の合計。 

1．気候変動に関する毎年１兆円程度※1の貢献
2． 2030年までに適応策への貢献を倍増（2019年比）
3． 2030年までにGHG排出削減量を400万トン/年※2へ

事業実施に向けた目標
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緑の気候基金

緑の気候基金（GCF：Green Climate Fund）は、開
発途上国の気候変動対策を資金面で支援する多国間
の基金です。JICAは2017年7月に日本で初めてGCF

の認証機関として認定され、GCFから資金を受託し、
東ティモールとモルディブで協力を進めています。

モルディブでの気候変動に強靱で安全な島づくり支援 承認時期：2021年7月

JICAの協力により開発された森林管理のモデルを
活用し、東ティモールの4流域にある74の村落で、森
林の減少抑制および再生を行います。また、自然資本
に依存して生活する約4万8,000人の住民に対し、気
候変動による降雨量の変化がもたらす土壌流出や収量

の減少などの影響に対応できる持続可能な森林農法な
どを提案し、生活向上を図ります。

2023年には住民参加による土地利用のルール作り
などの活動を実施しました。

東ティモールの森林地帯コミュニティ支援 承認時期：2021年3月

2兆2,195億円

約151万トン／年

約1万トン／年

約75.8万トン／年

インド・西ベンガル州における気候変動対策のための
森林・生物多様性保全事業（円借款）

ラオス・モンスーン風力発電事業（海外投融資）
緩和策
（脱炭素社会に向けた協力など）

適応策
（気候変動に強靱な社会づくりへの協力など）

緩和策・適応策横断型
（緩和・適応の両方を含む包括的な協力）

1兆4,925億円
1,288億円
5,983億円

気候変動対策分野の協力実績（2023年）

気候変動対策分野におけるJICAの協力総額※1 GHG排出削減量※2

主な事例

※1 有償資金協力（貸付や出資）の承諾額に加え、無償資金協力の新規G/A締結額、技術協
 力の支出額を含みます。また、四捨五入の関係上、合計が一致しないことがあります。 
※2 当該暦年に新たに協力を行う事業の完成後に期待される年ごとの削減量の合計。 

　モルディブで気候変動の影響を踏まえた海岸の保全
と沿岸災害に対する強靱性・安全性の向上を目指して
総合沿岸域管理計画を策定し、複数の島で地域主導
型の管理体制づくりや海岸保全・防護のための対策を

行います。また、災害時の情報伝達システムの構築や
関係機関職員などの能力強化を図ります。

2024年初めには、プロジェクトスタッフが雇用され
活動を実施しました。
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